＜保護者の責務＞

　

家庭での基本的な問題は、保護者が子どものメディア漬けを放置していることに加えて、保護者自身がメディア漬けになっているような実態である。テレビ放送の開始から半世紀、家庭用テレビゲーム機器が登場してから20年がたち、電子メディアに抵抗感の少ない世代が子育てしている。授乳中でさえも携帯電話やテレビにかじりついた親が多いといわれる時世が、親子の対話欠如、断絶を象徴しているといえる。広島県教育委員会が平成15年度に、全国で初めて実施した「幼児教育調査」の結果では、他人との会話や、思い通りにならないことを我慢するのが苦手な幼児像が浮かび上がり、メディアの弊害と親子間のコミュニケーションの欠如を示している。

　　メディアの洪水から、だれが子どもを守るのか。第一に防波堤となるのは、やはり親であり、家庭である。一般に乳児や幼児の段階ではテレビやビデオ、学童期ではそれに加えてテレビゲームや携帯用ゲーム、思春期以降ではインターネットや携帯電話が問題となっている。これらの機器の開発、普及の速度は増す一方で、保護者がその進歩についていけない。つまり、保護者の知識が乏しすぎるのである。

　　そのため、危機認識も薄く、子どもに電子メディア機器を安易に与えているのが現状である。子どもに最新機能の携帯電話を買い与える行為は、テレビ、テレビゲーム、カメラ、インターネットに接続できるパソコンなどの使用についても、放任状態になっていることにつながっている。

例えれば、サメのいるメディアの海で子どもが無防備に泳ぐことを許すことに等しい。仮に遊泳可能の海水浴場でも、当然、年齢に応じた遊泳禁止区域はあるということを、肝に銘じてほしい。わが子をメディアの海で泳がせるのであれば、監視し、危険が及べば救助するのが保護者の欠かせない務めである。

家庭の問題にどこまで立ち入れるか、条例には限界があろう。だからこそ、子どもが情報の海でおぼれないよう、しっかり泳ぎ方を教えることは、情報化時代の保護者の義務であり、家庭に不可欠な「しつけ」である。「放任」が家庭崩壊をもたらしている当世の風潮は、電子メディアについても当てはまる。条例の対象の主眼は青少年よりも、むしろ保護者の意識改善、家庭の取り組みにあるといっても過言ではなかろう。

　　電子メディア機器に、さまざまな家電製品も含めて、電磁波とプラスイオンがもたらす「シックハウス」も問題になっている。条例の制定をライフスタイルの見直しにまでつなげたい。

〇保護者は、自らが電子メディアの問題点を認識し、学習の場への積極的な参加などを通じて有効な利用法を身につけ、指導力を養うよう努めなければならない（自らの学習）。

　

○保護者は、インターネットなど電子メディアから得られる情報が法律や条例などで有害と認められるときは、子ども、孫など、監護責任を負う青少年（この項、以下青少年）に対し、それらの情報を見せ、聞かせ、または読ませないように努めなければならない（有害情報提供の防止）。

○保護者は、青少年が有害情報の影響を受けないよう、年齢に応じてフィルタリングを行うなど、適切な措置を講じなければならない（有害情報提供の防止）。

○保護者は、青少年がインターネット・携帯電話などで他人に迷惑をかけたり傷つけたりしないよう、指導に努めなければならない（加害防止）。

〇保護者は、青少年の年齢に応じて、主体的に情報を取捨選択できる能力を高めるための指導、必要な措置を講じるよう努めなければならない（指導）。

　

○保護者は、青少年など家族が電子メディアとの過剰な接触を慎むよう指導に努めなければならない。特に心身が未熟、過敏で、判断力のない乳幼児には、テレビなどを与えたまま放置することのないように努め、利用には随伴して節度を心がけなければならない（利用の節度）。

　

○保護者は、青少年に対し、地域などでの学習の場への参加を促すことに努めなければならない（学習の奨励）。

○保護者は、野外での活動や人々との交流を青少年とともに深めることを通じて青少年の、感動体験を増やし、情操を養うよう努めなければならない（体験・交流）。

〇保護者は、電子メディアの活用について、青少年をはじめ家族で話し合い、共に楽しみ、学ぶ場をつくるように努めなければならない（生活プラン作り）。

　　◇利用方法のルール、家庭プランを作る。

◇毎月第３日曜日の「家庭の日」などを活用して、電子メディアから「離れて過ごす日」を設ける。

　

○保護者は、青少年など家族が電子メディアを利用している状況について日ごろから注意をはらい、指導方法などについて学校などと連絡を取り合い、悩みなどが生じた場合は速やかに相談機関などにも連絡して、問題の解決に努めなければならない（相談）。

○保護者は、教育機関等、市民、事業者、広島市と「広島市青少年・電子メディア対策推進会議」を設置し、諸活動の推進に努めなければならない（実践・連携活動）。

①意見交換の場づくり

②活動計画の策定

③各種事業の実施

④事業者との覚書交換

⑤トラブル処理

⑥貢献活動の表彰

⑦違法､条例違反など悪質な事業者の公表

⑧市への提言―など。
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